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公正取引委員会からの勧告について 

 

本日、株式会社ダイヘン（以下、「当社」といいます）は、公正取引委員会より改正前の下請代

金支払遅延等防止法（以下、「下請法」といいます）に基づく勧告を受けました（以下、「本勧告」

といいます）。お取引先様をはじめとする関係者の皆様には、多大なご迷惑とご心配をおかけしま

したことを心より深くお詫び申し上げます。 

 

１．本勧告の概要  

 

 当社は、当社製品の部品等の製造を下請法の適用対象となるお取引先様に委託しており、その

製造に使用する当社所有の金型、木型、樹脂型、治具、工具等（以下、「金型等」といいます）の

一部をお取引先様に貸与しております。 

本勧告は、当社が当該金型等を用いた製品の発注を長期間行わないにもかかわらず、お取引先

様に当該金型等を無償で保管させていた行為が、改正前の下請代金支払遅延等防止法第４条第２

項第３号に規定される「下請事業者の利益を不当に害したもの」に該当し、同規定に違反すると

判断されたものです。本勧告では、2024 年 3月以降の対象行為について指摘されており、関係す

るお取引先は 69 社、対象金型等は 475 個です。 

 

２．本勧告への当社の対応  

 

 当社は、本件に係る事実関係の確認および公正取引委員会による調査への対応と並行して、対

象となるお取引先様との協議を進めてまいりました。その結果、お取引先様にて無償保管となっ

ていた金型等に係る保管費用相当額の支払いは既に完了していることを、本年 6月 20日付の当社

ホームページにてお伝えしておりましたが、本日公正取引委員会から、たとえ廃業済みの 2 社で

あっても破産管財人等への支払いを終えない限り「支払手続きを進めている」との表現になる旨、

説明を受けました。当社といたしましては、廃業 2 社への当該支払いについても所要の手続きを

経て速やかに実施いたします。 

 また、発注見込みのない金型等については回収または廃棄を進めるとともに、引き続き保管が

必要な金型等については、費用負担の明確化および契約条件の整理を行い、継続的に保管料･実地

棚卸費用を支払うこととしております。 

 再発防止に向けた取り組みとして、社内規程の整備および型管理システムの導入を完了し、保

管状況･使用実績･費用負担を一元管理する体制を既に構築のうえ、運用を開始しております。あ

わせて、長期未発注案件の定期的なモニタリングを実施するとともに、発注担当者をはじめとす

る関係者へのコンプライアンス教育も継続的に実施しており、管理体制の実効性確保にも努めて

おります。さらに、取締役会の監督のもと、内部監査による検証を強化するとともに、お取引先

様専用の通報窓口の設置･周知を進めており、外部からの相談やお困りごとを適時に把握できる体

制を整備いたします。 

  

当社は、本勧告を厳粛に受け止め、今後の取引において同様の問題が二度と発生することのな

いよう、本勧告に基づく取締役会決議のもと、その内容を役員および従業員に周知のうえ、これ

らの取り組みの実効性を継続的に検証･改善し、適正な取引の実現とサプライチェーン全体におけ

る信頼関係の維持･向上に努めてまいります。 

 

３．お問い合わせ窓口 

  

株式会社ダイヘン 企画本部経営企画部  

keiki@daihen.co.jp 

以 上 

mailto:keiki@daihen.co.jp

